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松　宮　新　吾
要　 旨
　新学習指導要領により、小学校高学年における外国語(英 語)が 必修化され、週1コ マ年間35
時間の 「英語活動」が5、6年生で実施される。他方、中等教育機関では、教育特区等により早
期英語教育を経験した学習者と未学習者とが混在した状況で英語教育が行われている。
　本研究では、この移行期 という特異な機会を捉え、早期英語学習者 と未学習者 との比較調査を
行い、早期英語教育が学習者に及ぼす影響や効果を検証 し、2011年か ら全面実施される小学校英
語活動の教育効果について論じる。
　学習者要因に係わる因子を分析 した結果、早期英語学習者は、英語学習や異文化に対する好感
的態度、統合的な目的意識等においてプラスの有意差を示した。一方、言語スキルに係わる比較
分析では二群間の統計的な有意差が確認できなかった。
　これらの結果から、現行の 「音声に慣れ親 しむ」英語活動から、「文字認識」を含めた統合型
英語活動についての提言を行う。
キー ワー ド:早期 英語教育、早期 英語学習者 ・未学習者、学習者要因、言語スキル、
　　　　　　 統合型英語活動
1.は じめ に
　2008年1月17日の中央教育審議会総会において、審議のま とめである 「幼稚園、小学校、中
学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領の改善について」(答申)が承認 された。
　答申では、小学校における外国語(英 語)活 動について、高学年で1コ マ程度を確保するこ
とが明記され、必修 となることが決定 された。すでに 「審議のまとめ」(2007年11月)でも示
されているように、その 目標や内容については、英語の音声面(「聞 く」「話す」)の活動を中
心に、言語や文化への理解を深めると同時に、積極的にコミュニケーションを図ろうとする態
度を育成すること、また、外国語(英 語)活 動は教科 としては位置づけないことが決定された。
　また、「言葉」を 「認識 ・思考 ・判断の道具であ り、生 きてい く上での⊥台 ・中核 となるも
の」として重視 し、言語力育成のための 「言語活動の充実」を今回の改訂の大きな柱のひ とつ と
し、すべての教科において、言語力、コミュニケーション能力の育成を 目ざすもの としている。
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　 これを受け、文部科学省では、小学校新学習指導要領を2008年3月28日に公示 し、2011年度
か ら全 国の小学校 高学年で外 国語(英 語)を 必修化 し、小学校5・6年 生で週1コ マ年 間35時
間の 「外国語(英 語)活 動」を実施す るこ ととした。
　一方、現行の学習指導要領で位置づけ られてい る 「総 合的な学習の時間」の枠組みの中で、
外国語(英 語)活 動を実施 した り、総務省か ら構造改革特別区域計画(「教育特 区」)の認定を
受け、市町村単位で英語活動を推進す るな ど、地域や学校に よ り英語に対す る取組には、大 き
なバ ラツキが生 じて いる。
　 この現状 を端的 に示す デー タとして、全国の公立小学校21,864校を対 象に文部科学 省が実施
した 「小学校英語活動実施状況調査(平 成19年度)」の結果概要 を示す。
(1)英語活動実施学校数 につ いて
　全 国の公立小学校21,864校の うち、21,220校が実 施。実施 割合は97.1%で、2006年度 の調 査
(95.8%)と比べ1.3ポイン ト増加 した。
(2)英語活動 の年 間実施時 間数 につ いて
　年 間平 均実施時 間数は、6年 生で、15.9時間(前 回調査時 か ら1.1時間増 加)で 、毎 月僅か
1コマ程度 の実施状 況 とな ってい る。
(3)年 間実施時 間別学校数
　年間実施時間別学校数は、5・6年 で、年間4～ll時 間(40.4%、40.2%)をピークに、年 間1
～3時 間(10.6%、10.1%)から年 間71時間以 上(0.19b、0.1%)まで と非常 に大 きな分 散
(5年生 の不偏分散:9530719.47、6年生 の不偏分散:9705527.77)を示 している。
　そ こで、5・6年 に係わ るデ ータの正規性 を検定す るために、 ジ 適 合度検定 を実施 した。そ
の結果、5年 生 にお け るp値 が0.2109、6年生におけ るp値 が0.2230とな り、 デ ータの正規 性
が棄却 され た。
表1　小学校英語活動実施状況調査結果概要(平成19年度)「年間実施時間数別学校数」
　　　　　　 第1学年　　第2学年　　第3学年　　第4学年　　第5学年　　第6学年
　 1-3時間
　 4-11時間
12-22時間
23-35時間
36-70時間
71時間 以 上
4461
9271
2969
717
175
　 3
4357
9402
3101
738
194
　 3
2620
8704
5200
2814
608
　 9
2485
8708
5392
2911
632
　 15
2167
8237
5406
3837
741
　 16
2099
8357
5472
3931
890
　 22
表2　 6年生の実施時数に係わる適合度の検定
　 κ2乗値　　　自由度　　　P値 　　　　判 定
表3　 5年生の実施時数に係わる適合度の検定
　 z2乗値　　　自由度　　　P値 　　　判 定
1.4851 1 0.2230
　 **:1%有意*:5%有 意
1,5654 1 0.2109
　 **;1%有意*;5%有 意
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　このことから、全国の小学校における英語活動の実施状況には大きなバラツキがあ り、平均
すると1か月に1.3コマ程度の体験的な英語活動が実施されているものと推測できる。
　このような現状をふまえ、国は 日本の英語教育の転換を図るために、小学校における英語活
動を新学習指導要領に明確に位置づけたところである。
　 ところが、移行実施を直前に控え、「教育再生懇談会」は、国に対 し、小学校3年 生からの
英語必修化を求める提言 と報告書を提出するな ど、国の教育施策に対する一貫性が問われかね
ない状況も生起している。
　そこで、本研究においては、2011年度から実施される小学校での英語活動について期待でき
る効果 と予想される課題を明示することにより、 日本型早期英語教育の方向性について考察を
加える。
2.研 究の 目的
　本研究では、小学校5・6年生で早期英語教育を経験 したことにより、中等教育(高 校)段
階の英語教育において、 どのような効果が生じているのか とい うことを調査 ・研究し、新学習
指導要領で示されているガイドラインに従った英語活動を実施することにより期待できる教育
上の効果を予測する。
　また、現在実施されている早期英語教育の実情を概観し、新学習指導要領の主旨を効果的に
実現するための課題を明示する。
　そのために、本研究では、小学校英語活動が全面実施されるまでの過渡期に当たる現時点の
特異性を生かし、小学校で一定の早期英語教育を経験 した学習者(FLES1)students)と未学
習者(no-FLES　students)が混在する高等学校を調査対象 とし、早期英語教育が中等教育段
階の英語学習に及ぼす影響を検証し、2011年度から全面実施される小学校英語活動についての
提言を行 う。
3.研 究の背景
　 日本人の英語学習者を対象 とした早期英語教育に係わる追跡調査 として、011erら(1974)
や樋口ら(1986、1987、1988、1989)の調査報告がある。これらはいずれも私立小学校の正規
のカリキュラムで6年間の英語教育を受けた学習者 と、中学校から英語を学び始めた学習者を
調査対象者 とし、英語の熟達度に関する比較追跡調査を実施したものである。
　Ollerらは、　cloze　t st2)を用い被験者の総合的な英語力を測定 し、早期英語教育の学習効果
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を検証 した。その結果、英語の熟達度が、中学校1年 生ではFLES　students(早期英語学習
者)の 方が優れてはいるものの、学年進行に伴いその差が小さくな り、高等学校2年 生段階で
は統計的な有意差が認められなかったとしている。
　また、樋 口らは、言語の基本的四技能(リ スニング、スピーキング、 リーディング、ライティ
ング)についての熟達度に係わる追跡調査を実施 している。その結果は、一部Ollerらのもの
と一致するが、高校2年 生段階では早期英語学習経験者が四技能の全てにおいて早期英語学習
未経験者よりも高い熟達度を示したと報告している。
　一方、国外に目を転じると、1997年に小学校英語教育を3年 生から必修化した韓国教育省教
育人的資源部は、10年目となる2007年1月に、　 韓国で実施 してきた小学校英語教育の成果に
係わる調査 ・分析結果を発表した。
　韓国教育省によると、韓国の4000人の高校生を対象に、2003年と2006年に実施 した英語実力
テス トの得点を分析した ところ、早期英語学習未経験者を対象 として実施した2003年には平均
点が414.5点だ ったものが、早期英語学習経験者による2006年実施のテス トでは、459.6点で
45.1ポイン ト成績が高 くなった と報告 している。また、「自分の英語力が向上したか?」 とい
う質問に、中学生の35.7%、高等学生の23.3%が　r向上 した』 と回答している。さらに、教員
を対象にしたアンケー ト調査でも、小学校英語教育の実施により生徒の読み取 り、書き取 りな
ど全般的な英語運用能力が伸びたと肯定的に捉えていることを明らかにしている。
　この結果を受け、韓国教育省は、小学校英語教育の導入が好ま しい成果をもたらしていると
し、2008年下半期までに、現在、小学校3・4年生は週1時 間、5・6年生は週2時 間実施して
いる英語学習を、1・2年生から実施することとした。
　 しか し、韓国教育省の分析結果や解釈に韓国内の一部研究者は疑問を呈し、英語教育の内実
化がもっと重要であると主張 している。これは、今回の調査結果から、「小学校英語教育が授
業に役に立つか?」 とい う質問に対し、高校生の56.3%がr役に立たない』 と回答 し、r役に
立つ』 と回答した18.7%を大きく上回っていることによるものである。また、英語に対する興
味 と自信度は、中学1年 生をピークとして、学年が上がるほ ど下がる傾向があることも指摘さ
れている。
　韓国における調査結果は、教育環境や社会環境が 日本 とは異なるものの、 日本の小学校にお
ける英語活動の方向性を検討する際に、大いに参考になると考える。
　このように、早期英語教育の効果測定に係わる追跡調査は数多 く存在するが、これらの研究
者の結論は必ずしも一致していない。このことは、英語学習そのものが非常に多 くの要因を伴
う教育活動であるとい うことを示唆するとともに、追跡調査における各種環境要因や条件制御
が困難であることを示している。
　また、 日本人の英語学習者を対象 とした、Ollerらや樋 口らの調査研究は、私立小学校で
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6年間の早期英語教育を受けた学習者 との比較調査であるため、小学校5・6年生を対象 とし、
年間35コマ(週1コ マ)程 度の英語活動を前提 としている2011年度からの小学校英語活動の効
果を予測するための資料 としては適さない。
　そこで本研究では、2011年度から小学校で実施される英語活動に準じた学習経験を有する被
験者 として、公立の小学校5・6年で年間35コマ(週1コ マ)程 度の早期英語教育を経験 した
学習者(FLES　students:以下、　FSと呼ぶ。)と、未学習者(no-FLES　students:以下、　NFS
と呼ぶ。)が混在する中等(高 校)教 育機関を調査対象校 として選定 し、FSとNFSの二群に
よる英語学習に関する比較分析調査を実施した。
4.研 究の概要
　早期英語教育の効果に係わる先行研究においては、言語スキル(リ スニング、スピーキング、
リーディング、ライティング)に よる英語学習成績を従属変数 とし、早期英語学習の経験の有
無を独立変数 として分析したものが数多 く見受けられる。
　そこで、本研究においては、言語スキルをベース とした英語の熟達度のみならず、学習者要
因に着 目し、小学校卒業後4年 が経過 した高校1年 段階で形成されたFSとNFSの 二群問に
おける学習因子の差異と、高校2年 次におけるFS及 びNFSの各群における学習因子の変容
について追跡調査を行った。
　なお、本編においては、高校1年段階における比較分析結果に基づ く考察を行 う。
4.1調査対象校の選定と調査の実施時期について
　本研究の主旨を生かすためには、調査対象校の選定が極めて重要な要因 となる。そのため、
調査対象校の選定に際して、以下の条件を設けた。
　(1)FSとNFSの構成比がいずれ も25%を超 えること。(統計処理における信頼性を確保
　するため。)
　(2)FSとする被験者は、公立の小学校5・6年 次に年間35コマ(週1コ マ)程度の早期英
　語教育を経験していること。(小学校3・4年から、または、小学校6年 間を通じ英語教育を
　受けた学習者は除 く。)
　(3)第1年次及び第2年 次 と追跡調査が可能な学校。
　(4)教育特区による早期英語教育を実施 している市町村にある、または隣接 している公立
　の中等教育機関。
　(5)教育特区による早期英語教育及び研究開発を実施 して4年 以上が経過 していること。
　設定 した条件を満たす中等教育機関 として、公立の高等学校を選定した。中学校の場合には、
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中学校を中心 とする狭い範囲の中学校区にある同市町村立の小学校数校から生徒が募集される
ため、市町村教育委員会の教育施策が全面的に反映され、FSとNFSの 比率に偏 りが生じて
しま う危険性がある。
　一方、公立の高校の場合には、募集する生徒は学区内の数市町村にまたが り、FSとNFS
の適度な構成比が期待できる。また、小学校を卒業 し、3年以上が経過 した学習者を被験者 と
することにより、中期的な教育効果を測定することができると判断したためである。
　次に、選定する公立高校の立地条件 として、総務省から構造改革特別区域計画の認定を受け、
「教育特区」 として小学校の5・6年で早期英語教育を実施している市町村にあること、または、
隣接 していることを考慮 した。 これは、1.で分析 した小学校英語活動実施状況調査の結果を
受け、年間実施時間数にバラツキがある地域ではな く、一定時間数を確保 し英語活動を積極的
に推進 ・実施 している教育特区内の高等学校においては、信頼性の高い統計処理を行 うに足 り
るFSの被験者数を確保することができると判断したためである。
　以上の条件を勘案し、2002年度から小学校英語教育に係わる研究開発校を設け、2004年度に
は教育特区の認定を受け、小学校5・6年で早期英語教育を推進 してきた池田市(大 阪府)に
ある大阪府立Ⅰ高等学校を調査対象校 として選定した。
表4府 立1高 校被験者構成比率(FS:早期英語学習経験者、　NFS:早期英語学習未経験者)
　　　　　　　　　　　　 FS(人)　　 　　　NFS(人)　　 　　　 計(人)
2007年度入学生
　 (構成比率%)
　 120
(37.5)
　 200
(62.5)
320
(100)
2008年度入 学生
　 (構成 比率%)
　 176
(55.2)
　 143
(44.8)
319
(100)
　次に、調査の実施時期については、早期英語教育を経験 したFSが 高校へ入学を開始し始め
る年度 と、被験者 としてのFS数 の確保を考慮 し、2007年度の入学生を対象に第一次調査を実
施 し、引き続き2008年度に第二次調査を実施することとした。
　これにより、表4に 示す とお り、上記条件を満たし、統計処理を行 う上において十分な信頼
性を担保することができるFSとNFSの 数を確保することができた。
4.2　調査方法 ・内容及び調査研究の流れ
4.2.1　調査方法 ・内容について
(1)質問紙調査による英語学習に係わるデータの収集
① 調査対象者:第 一学年全クラス(8ク ラス320名)、第二学年全クラス(8ク ラス320名)
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②　調査内容:質 問紙調査(第 一次調査は73項目 く資料1>、 第二次 ・三次調査は72項目ま
でを第一調査 と同様の質問項 目とし、新たに28項目を追加 した100項目からなる英語学習実
態調査を実施した。)
③　調査方法:ク ラス毎に英語の時間を利用し、担当英語教員が項 目グループ毎に解説 と計
時を行い、質問紙調査を実施した。回答は5段 階の多項選択形式によるプリコード法を用い
た。回答時間 として40分を割 り当て、調査用紙に記入後、マークカードへ転写させた。また、
第一次調査の実施に際しては、早期英語教育の経験の有無を問 う質問項 目73について、担当
英語教員が明確に基準を説明し、データの信頼性を高めるための配慮を行った。
④ 調査時期:2007年5月、12月、2008年5月、2008年12月。
　本研究で用いた質問紙は、英語学習因子の特定、学習因子の形成 ・変容、教授 ・学習におけ
る交互作用の有無を検証す るこ とを 目的に、学習者要因に係わ る因子分析や重回帰分析等の多
変量解析 を行 うこ とを前提 として開発 され たEnglish　Learning　Inventory　forJapanese　S nior
High　School　Students(松宮2008。以下、　ELIJSと呼ぶ。)で あ る。 調査 に用 いたELIJS
は、5段 階の プ リコー ド法 に より回答を求め るもので、被験者の英語学習 に対 する好 感度か ら
言語スキル に対す る自己評価、英語学習法略や英語使 用経験、国際交流経験等に及ぶ幅広い情
報を収集す るこ とがで きるものであ る。
(2)外部英語能力測定テス トによる英語学習の習熟度 ・言語スキルの熟達度に係わる得点デー
タの利用
　被験者の英語学習成績(習 熟度)及 び言語スキル評価(熟 達度)の 指標 とするため、全生徒
に対 し外部テス トとして実施している英語コミュニケーション能力テス ト(以下、GTEC3)と
呼ぶ。)の得点を用いた。
①GTEC実 施対象者:第 一学年全クラス(8ク ラス320名)、第二学年全クラス(8ク ラ
　ス320名)
　②　GTEC実施内容:リ スニング、 リーデ ィング、ライティングの各スキルに関する英語
　運用能力及び習熟度テス ト。
　③　調査方法:1学年8ク ラスー斉に90分の時間を割 り当て、担任教員が試験監督をする中
　で実施した。
④GTECの 実施時期:2007年6月、12月、2008年6月、12月。
　なお、本調査研究で用いるELI-JSの質問紙 としての妥当性 と信頼性を検証するために、質
問項 目間の関係性を示すクロンバックのα係数 と外的規準(GTEC)との相関係数を算出した。
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算 出 した α係数 は、0.765から0.895までの値 を示 し、十分 な信頼 性を有 して いる と判 断す るこ
とがで きる。(表7)ま た、外部規準(GTEC)と 、　ELI-JSによる総 合的な英語 力の 自己診断
指数 との間には、1%水 準 での高 い相関があ る ことが示 され、ELI-JSの基 準関連妥 当性 は有
意であ るこ とが確認で きた。(表5)
表5　 ELI-JSの基 準 関 連 妥 当 性
単相関　　　　 　　　　 GTEC総合得点　 GrlEcライテイ〃 得点(}Ih(:リーディングlll点GTEC以ニング得点 成績 自己診断指数
GTEC総合得点
GTECライティング得点
GTECリーディング得点
GTECリスニング得点
成績自己面断指数
1糊忌
ll端慧
3762　**0
48900
00001
1955　**0
2088　**0
2273　**0
撒
llll鉱
2968　**0
82730
蹴
ll;㌫
37620
22730
29680
29800
00001
中相関
成績自己診断指数
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 無相関の検定*・ 〔ゾ**:陽
GTEC総合待点　 GTEcライティング得点GTEcリーデで二・グll}点GrECリスー =ングi等点 成績 自己診断指数
　 0.3762　　**　　　　　　0.2273　　**　　　　　　0.2968　　**　　　　　　0,2980　　**　　　　　　1.0000　　　一
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 無1:III剣〔ノ)検定　　*:5%　**:1%
4.2.2調査研究の流れについて
　ELIJSとGTECによる英語運用能力テス トの実施スケジュールを表6に 示す。
　本調査研究では、ELI-JSによる調査の直後に実施 したGTECの テス トスコアを各時点に
おける英語習熟度 ・熟達度の指標 として用いた。
表6調 査研究のスケジュール
調査実施年度 2007年度 2008年度
入学年度 調査項 目 5月 6月 12月 5月　　　　　 6月 12,月
2007年度入学生
EU-JS(英語学習 実態 調査) 第一次調査 目 第二次調査 L 第三次調査
GTEC(英語学習習熟度得点) GTEC① GTEC②
屋
GTEC③
2008年度入学生
ELI-JS(英語学習 実態 調査) 第一次調査 自 第二次調査
GTEC(英語学習習熟度得点) GTEC① GTEC②
4.3　分析方法
　本研究の主旨は、2011年度か ら全国の小学校5・6年で実施 される英語活動の中期的な効果
を予測するとともに、 日本の公立小学校における早期英語教育の在 り方についての示唆を得る
ことにある。そのために、新学習指導要領に示されている英語活動に準じた早期英語教育を経
験 したFSと 、未経験のNFSと の二群問における統計的な有意差の有無を確認することで、
早期英語教育の効果について一定の検証を行 う。
　そこで、本研究では、検証のために必要な分析データを得るために、多変量解析(因子分析 ・
分散分析 ・重回帰分析)を 用い、外国語教育 とい う複雑系の中から、教育効果の有 り様を探る。
　以下に、本研究における多変量解析による分析の手順を示す。
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(1)因子分析
　GTECによるテス トスコア以外に、　FS群とNFS群の二群問の有意差を検証することがで
きる変数を得るために、ELI-JSによる質問紙調査で得たデータを因子分析にかけ、解釈可能
な英語学習因子の存在の有無を確認し、観測変数の背後にある共通因子解を探 り出す。因子解
を特定することができれば、それぞれ標準化した因子得点を算出し、従属変数 として二群問の
有意差の検証を行 う。また、早期英語教育経験の有無が、学習因子の形成に及ぼす影響を検証
するとともに、その因子構造を解明する。
(2)分散分析
　学習因子の形成について、FS群 とNFS群の二群問の有意差を検証するために、(1)によ
り得られた標準因子得点 とGTECによるテス トスコアを用いた分散分析を行 う。 これにより
有意差が確認できた場合には、早期英語教育を受けた学習者 とそ うでない学習者 との問に、質
的な差が生じていると判断することができる。その意味において、分散分析は本研究の方向性
を定める重要な分析手法 となる。
(3)重回帰分析
　GTECのテス トスコアと早期英語教育 との因果関係を重回帰分析により明らかに し、英語
の習熟度及び英語運用能力に対する早期英語教育の影響の度合いを検証する。そのために、
FS群とNFS群の二群間において、　GTECのテス トスコアを従属変数、(1)の因子分析 に
よる標準因子得点を説明変数 として、英語の習熟度及び運用能力 と抽出された各学習因子 との
因果関係を探る。この分析による二群問の差異を検証することが本調査研究の核 となる。
5.研 究の成果
ELI-JSによる質問紙調査及びGTECに より得たデータを分析 した結果を以下に示す。
5.1　因子分析の結果
(1)一群による因子分析
　ELIJSで設定 した73の質問項 目中、因子分析の対象 とする63項目の平均値及び不偏分散の
値 を、ス ミルノブ ・グラブス検定を用い有意水準0.05で適合度検定(外 れ値検定)を 実施した
ところ、外れ値は検出されなかったため、当該63項目を適当 と認め、主因子法による因子分析
を行った。
　その結果、以下の6つ の因子解を適当 と判断 した。 この とぎの因子による累積寄与率は
44.53%であった。バリマックス回転後の各項 目の因子負荷量の絶対値.500以上の項 目を因子
別にソー トしたものを表7に、因子負荷量を表8に 示す。次に、各因子を形成する質問項 目間
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の関係性を検証するために算出したα係数は.76以上であ り、それぞれの因子の解釈を行 う上
で十分な信頼性を有 していると判断し、因子負荷量の絶対値.500以上を示 した項 目内容を参考
に各因子を解釈し、以下に示す6つの因子解を特定 した。
表7　因子分析結果(第 一次調査) 表8　因子負荷量(第 一次調査)
囚fNo.囚f負荷量 項目内容 α 囚rNo.　 Factor　l　 　「actor　2　 　Factor　3　 　「actGr　4　 　Factor　5　 　「actor　6
　 15
　 24
　 25
　 19
　 16
　 21
1　20
　 14
　 17
　 22
　 18
　 23
　 26
0.510
0,515
0,571
0,598
0,611
0,6ユ8
0,650
0.666
0,701
0.719
0,726
0,732
0,796
発音やアクセントについて自信がある,
英語の暗唱について白信がある。
外国人の先生との対話や授業について自信がある.
英語を聞いて内容を理解することについて自信がある.
英語の読み(音読}について自信がある。
英語を話すこと(英会話)について自信がある.
白分の考えなどを英語で書くことについて白信がある。
単語や熟語について自信がある。
文法について白信がある。
英謂を「1本語に訳すことについて自信がある,
英語を読んで内容を理解することについて自信がある。
日本語を英語に訳すことについて自信がある、
日分の総合的な英語力を白己評価してください。
0.895
　 15
　 24
　 25
　 19
　 16
　 21
1　20
　 14
　 17
　 22
　 18
　 23
　 26
0.510　　　-0.099　　　　　0.047
0,515　 　　0.142　　　0.148
0.571　　　　-0.025　　　　　0.304
0.598　　　　　0.OO6　　　　　0.168
0.611　　　 0.037　　　0.058
0.618　　 -O.OO8　　 　　0.219
0.650　　　 0.216　　　0.072
0.666　　　　-0.Ol5　　　　-O,022
0.701　　　　　0.040　　　　-0.058
0.719　　 　0.000　　　0.011
0,726　　　　　0.109　　　　　0.026
0.732　　　 0.075　　　0.139
0.796　　　　　0.009　　　　-0.029
0.248　　　　-0.139
0.002　　　　-0,122
0.310　　　　-0,140
0.044　　　　-0.077
0.287　　　　-0.153
0.243　　　　-0.040
-0,176　　　　0.041
0響148　　　　-0.006
0.029　　　0.089
0.006　　　　0.122
0.025　　　　　0.094
0?O:38　　　　　0.094
0.109　　　　-0,021
一〇,031
0.192
-0.160
-O.OO3
0.006
-0.242
-0.225
0.087
0.190
0.Ol3
0.078
0.048
-0.040
　 60
　 55
　 59
　 51
　 57
H　62
　 61
　 54
　 56
　 53
　 52
0,509
0.514
0,540
0,541
0,552
0.568
0.589
0,688
0,690
0.691
0.712
ペアー・ワークなど友だち同+で英語を話すことは役に立つ.
辞書や参考書は役に立っ,
外国人の先生とのティー ムティー チング(授業)は役に立っ、
少人数クラスは役に立っ.
英語で行われる授業は役に立っ.
英語の補習や講習は役に立っ、
作文など英語で表現できる機会がある授業は役に立っ。
文法などの ワー クブックや問題集は役に立つ。
先生が作成したプリントは役に立つ。
単語などの小テストは役に立っ。
リスニング練習は役に立つ。
O.860
　 60　　-0.026
　 55　　0.032
　 59　　 0,046
　 51　 0,073
　 57　　　0,117
11　62　　-0」34
　 61　 0.127
　 54　　0,027
　 56　　　0,062
　 53　　　0.161
　 52　　 0,042
0.509
0.514
0.540
0.541
0.552
0.568
0.589
0.688
0。690
0.691
0.712
0.275　　　　　0.254
0.155　　　　0.049
0.329　　　　0◆393
0.168　　　　　0.185
0.195　　　　0.270
0.032　　　　　0『143
0.254　　　 0.124
0.074　　　-0曾209
0.088　　　　　0.095
0.044　　　-0.067
0.120　 　 0.116
一〇,102　 -O.018
0.355　　　　0.023
-0.068　　　-0.143
0.050　　 -0.143
0.097　　　　0.Ol9
0.140　　　　0.222
0.175　　　-0.096
0.085　　　　0.228
0,150　　　　0.089
0.077　 　 0.041
0.166　 -0.070
　 　66
　 　64
　 　70m
　 　65
　 　69
　 　68
0.593
0,685
0.725
0.734
0,740
0.775
英語を勉強する以外にも、外国に関する情報や話題が必要だと思う、
外国へ行ってみたいと思いますか。
姉妹校交流プログラムを通しての国際交流に関心がありますか.
外国のことに興味がありますか。
外国の人と一緒に生活をしてみたいと思いますか、
外国の人と話をしたいと思いますか,
0.878
　　66
　　64
　　70111
　　65
　　69
　　68
0,156
0,108
0,082
0.135
-0.028
0.068
0.193
0.083
0.220
0.162
0.050
0.159
0.593
0.685
0.725
0.734
0.740
0.775
一〇.167
0.017
0.1仙
0.002
0.244
0.152
0,018
0,150
0,且02
0.IOl
O,136
0.117
一〇.041
0.048
-0.034
0.028
0.Ol1
-0.037
　　12
　　48w
　　 8
　　 9
0,563
0.572
0,672
0.736
英語TTの授業はよくわかる。
英語の授業に積極的に参加しています瓜
英語1の授業は楽しみだ。
英語'lvrの授業は楽しみだ.
O.765
　 　12
　 　48w
　 　 8
　 　 9
0,244
0.229
0,217
0.111
0.292
0.047
0.326
0.279
??
?
?
?
?
?
?
??
?
?
??
?
?
?
?
?
0.563　　　　-0,136　　　-0.056
0『572　　　　　0.255　　　-0.108
0.672　　　　　0.236　　　　0」13
0.736　　　0.004　 　　0.007
　 　36V
　 　35
0.591英作文では英和辞書や英英辞典の例文を参考にする。
0.632　英作文では和英辞書を多用する。
　　36　　-0.043　　　 　0.069v
　　35　　-0.053　　　-0.020
0.067　　　-0.063
0.120　　　　0.031
0.591　　　-0.080
0.632　　　　0.118
　　30w
　　32
0.518　英作文では文法力が最も大切だと思う。
0.663英作文では止確な文を書くことが最も大切だと思う.
　　30、贋
　　 32
O,014
0,028
O.246
0.075
O.089　　　-0.034
0.065　 -0.001
0,151
0,031
0.518
0.663
第Ⅰ 因子 「自己有能(キ ャン ・ドゥ)因 子」 第Ⅳ 因子 「コ ミュニケーシ ョン志 向因子」
第Ⅱ因子 「教授 ・学習方略有用感因子」 第V因 子 「規範依存因子」
第Ⅲ因子 「異文化志向因子」 第Ⅵ因子 「文法 ・正確性重視因子」
抽出することができた因子解は、松宮(2008)の調査研究の結果 と整合性が高いもの となっ
ている。特に、第皿因子 として多様な学習方略や教授方法に係わる因子が出現しているところ
が、本調査対象集団の特色の一つである。
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(2)二群による因子分析
　早期英語教育の経験の有無により調査対象集団をFS群 とNFS群の二群に分け、それぞれ
別個に因子分析を行った。その結果、解釈可能な各群固有の、また、新たな因子解の存在は確
認できなかった。
5.2　分散分析の結果
　調査対象集団をFS群 とNFS群 の二群に分け、 因子分析により算出した因子得点 と、
GTECによるテス トスコアを用い、二群問における有意差を検定した。
　その結果、標準化された因子得点による分析では、第皿因子 「異文化志向因子」 と第W因 子
「コミュニケーシ ョン志向因子」において5%水 準での有意差が確認できた。(表9・図1、
表10・図2)
表9　第ε因子によるFS群とNFS群の分散分析表
　要　因　　偏差平方和　　自由度　　平均平方　　F　値　　　P　値 判定
図1　 第ε因子によるFS群と
　　　NFS群の分散分析
因子m
誤差
全体
39962
309.0038
　 　 313
　 1　　　　3.9962　　 　　4.0220　　 　　0.0458　　 　　　*
311　　　　0.9936
312　　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 **'1%有意*:5%有 意
?
?
?
?
?
?
?
↓
↓
?
團
因 子嵐3
表10第IV因 子 に よ るFS群とNFS群の 分 散 分 析 表
　 要　 因　　偏差平方和　　自 由 度　　平均平方　　 F　値　　　P　値 判定
図2　 第IV因子によるFS群と
　　　NFS群の分散分析
因 了一IV
誤差
全体
4.2152
308.7848
　 　 313
1　　　　4.2152　　 　　4.2455　　 　　0.0402　　 　　*
311　　　　0.9929
312　　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 **:1%有意*:5%有 意
?
??
?
??
?
??
??
?
?↓
?
ill
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　因子甑4
　次に、早期英語学習経験の有無が英語学習成績に及ぼす影響を検証するため、習熟度の指標
としたGTECの総合点及び各項 目別成績(リ スニング得点、リーディング得点、ライティン
グ得点)と 各因子得点 との分散分析を実施したが、いずれの場合も二群問に有意差は認められ
なかった。
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　この分析結果 は、Ollerらの調査結果 と一致 す るが、樋 口らの調 査結果 とは一部異 な るもの
とな ってい る。 これに関す る考察は、5.4「結果 の考 察」で詳解 する。
5.3　重回帰分析の結果
　GTECの総合得点 と各項 目別成績(リ スニング得点、 リーディング得点、ライティング得
点)を それぞれ従属変数 とし、(1)の因子分析により算出した標準因子得点を説明変数 とし
て、抽出された学習因子 と英語学習の習熟度 との因果関係を探った。なお、重回帰分析では変
数選択の基準により分析結果に相違が生 じる可能性があるため、変数選択の基準をF検定に求
め、Fin=2.0、　F　out=2.0に設定 し、変数増減法(Stepwise　Forward　Regression)に
より分析を行った。
　重回帰分析により算出された標準偏回帰係数 と重相関係数を基準に、各説明変数の影響の大
きさと向き、また、説明変数全体による影響の大きさを検証した。表11に示す とお り、本調査
で得た重回帰式の判定結果は、全て1%の有意水準を示 してお り、極めて誤差が少ない分析で
あると評価することができる。
　一方、重相関係数(R)の 値は0.54から0.35を示 しており、求め られた回帰方程式の精度は
やや劣る可能性があることが示唆されている。
(1)一群による重回帰分析の結果
　被験者全体の学習成績 と因子得点による重回帰分析の結果、総合成績 との関係においては、
第1因 子 「自己有能(キ ャン ・ドゥ)因子」 と、第Ⅳ因子 「コミュニケーション志向因子」が
1%水準で強いブラスの因果関係を示 した。(表ll)
表11GTEC総 合 得 点 と因 子 得 点 に よ る重 回 帰 分 析 結 果
　 　 変数名　　　　偏回帰係数　†票準偏回帰係数　　 F値 　　　　T値 　　　　P値 判 定　　　標準誤差　　　偏相関　　　単相関
因子No　1
因子No　2
因子No　3
因子No　4
因了No　5
因子No　6
定数項
17.0090　　 　　0.3591　　 　　47.1256
2.2390　　 　　　0.0473　　 　　　0.8166
3.6050　　 　　　0.0761　　 　　　2.1169
7.5375　　 　　　0.1591　　 　　　9.2545
-1.0856　　 　　-0.0229　　　　　　0.1920
-0.3805　　 　　-0.0080　　 　　　0.0236
432.7316　　 　　　　　　　　　30502.4218
6.8648　　 　　　0.0000　　 　　**
0.9037　　 　　　0.3669
14550　　　　　0.1467
3.0421　　 　　0.0026　　 　　**
-0.4381　　 　　 0.6616
-0.1536　　　　　　0.8780
174.6494　　　 　　0.0000　　 　　　**
2.4777
L8698
0.7896
2.3642
0.6875
0.7699
2.3790
0.3653　　 　　　0.3591
0.0516　　 　　　0.0473
0.0829　　 　　　0.0761
0.1713　　 　　　0.1591
-0.0250　　 　　-0.0229
-0.0088　　 　　-0.0080
**:1%有恵*:5%有 恵
精 度
決 定係数　　　 　　　　 0.1629
修正済決 定係数 　　　 　Ol464
重相 関係 数　　　　　　 04036
修正 済重相 関係数　 　　 03827
タ"一ビンワトソン上ヒ　　　　　　　　18888
赤池 のAIC　　 　　 32637307
分散分析表
　要　 因　　偏差平方和　　自由 度　　 平均平方　　 F　値　　　P　値　　　判 定
回帰変動　　114387.1064
誤差変動 　　587988.3505
全 体変動 　 702375.4569
6　19064.51773　9.921527219　　　 　　0.0000　　 　　**
306　1921.530557
312　　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 **=1%有意*:5%有 意
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　GTECのリスニング能力との関係においては、第Ⅰ 因子 「自己有能(キ ャン ・ドゥ)因子」
と第Ⅲ 因子 「異文化志向因子」、第Ⅳ因子 「コミュニケーション志向因子」が1%水 準で強い
プラスの因果関係を有することが確認できた。(表12)
表12　GTECリス ニ ング 得 点 と因 子 得 点 に よ る重 回 帰 分 析 結 果
　 　 変数名　　　 偏回帰係数 標準偏回帰係数　　F値 　　　　T値 　　　　P値 判 定　　 標準誤差　　 偏相関　　　単相関
因子Nol
因子No,3
因了No　4
定数項
6.5758　　 　　　0.2595　　 　　23.7979
4.0154　　　　　0.1585　　 　　8.8739
4.4765　　　　　0.1767　　 　11.0288
162.7540　　　 　　　　　　　　　14578.4136
4.8783　　　　　0.0000　　 　　**
2.9789　　 　　0.0031　　 　　**
3.3210　　 　　　0.0010　　 　　　**
120.7411　　　　　0.0000　　 　　**
1.3480　　 　　　0.2686　　 　　　0,2595
0.8977　　 　　　0.1679　　 　　　0,1585
1.3335　　 　　　0.1865　　 　　　0,1767
1.2958　 　 **:1%有意*:5%有 意
GTECのリーディング能力 と因子得点 との分析では、第Ⅰ因子 「自己有能(キ ャン ・ドゥ)
因子」が1%水 準で強いブラス方向の因果関係を持っていることが認められた。(表13)
表13　GTECリー デ ィング 得 点 と因 子 得 点 に よ る重 回 帰 分 析 結 果
　 　 変数名　　　 偏回帰係数　標準偏回帰係数　　F値 　　　　T値 　　　　P値 　　　 判 定　　　標準誤差　　　偏相関　　　単相関
因子No　1
定数項
7.4776　　 　　　0.3025　　 　　30.9952　　 　　　5.5673
157.0032　　　 　　　　　　　　　13664.2287　　　　116.8941
0.0000　　 　　**
0.0000　　 　　**
1.3431　　 　　　0.3033　　 　　　0.3025
0.7646　　 　　　　**:1%有意 　　*:5%/角意
　GTECのライティング能力 との関係では、第Ⅰ 因子 「自己有能(キ ャン ・ドゥ)因子」が
1%水準で高いブラス方向へ、また、第Ⅳ因子 「コミュニケーシ ョン志向因子」が5%水 準で
プラス方向への因果関係を有することが確認できた。一方、ライティング能力 と第Ⅵ因子 「文
法 ・正確性重視因子」 との問には5%水準でマイナスの因果関係があることがわかった。(表14)
表14　GTECライ テ ィング 得 点 と因 子 得 点 に よ る重 回 帰 分 析 結 果
　 　 変数名　　　 偏回帰係数　†票準偏回帰係数　　F値 　　　　T値 　　　　P値 　　　 判 定　　　標準誤差　　　偏相関　　　単相関
因子No　1
因子No　4
因子No　6
定数項
2.9557　　 　　　0.2274　　 　　17.3990
1.4323　　 　　　0.1102　　 　　　4.0857
-1.4398　　 　　-0.1108　　 　　　4.1286
112.9744　　　 　　　　　　　　　25/119.7567
4.1712　　 　　　0.0000　　 　　**
2.0213　　 　　　0.0441　　 　　　*
-20319　　　　　0.0430　　 　　　*
159.4357　　　 　　0.0000　　 　　　**
0.7086　　 　　　0.2319　　 　　　0.2274
0.6238　　 　　　0.1/48　　 　　　0.1102
0.4359　　 　　-0.1154　　 　　-0.1108
0.7299　 　 **:1%有意*:5%有 意
(2)FS群とNFS群の二群による重回帰分析の結果
　FS群の総合成績 と各因子 との因果関係の分析では、第Ⅰ 因子 「自己有能(キ ャン ・ドゥ)
因子」 と第Ⅳ 因子 「コミュニケーション志向因子」が1%水準での強いプラスの因果関係があ
ることが確認できた。
　FS群のリスニング能力 との関係においては、第Ⅰ 因子 「自己有能(キ ャン ・ドゥ)因子」
が1%水 準で、また、第Ⅳ 因子 「コミュニケーション志向因子」が5%水準でのプ ラスの因果
関係が認められた。
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　FS群の リーデ ィング とライテ ィング能 力 との関係 では、第Ⅰ 因子 「自己有能(キ ャン ・ドゥ)
因子」が1%水 準でそれぞれ強いプ ラスの関係を示 した。(表15、16,17,18)
表15　FS群GTEC総合得 点 と因 子得 点 に よ る 重 回 帰 分析 結 果
　 　 変数名　　　　偏回帰係数　標準偏回帰係数　　　F値 　　　　　T値 　　　　P値 判 定
**
標準誤差　　　偏相関
因子Nα1
因子Nα2
因子Nα3
因子Nα4
因子Nα5
因子Nα6
定数項
22
2
-0
10
-5
-0
430
0187
5189
6480
4955
5432
8969
3020
　 4582　　　　 320
　 0637　　　　　00
　 0129　　　　　0-0
　 2282　　　　　70
　 1157　　　　　 1-0
　 0203　　　　　0-0
　 　 　 　 11866
368　　　　5
6121　　　 0
0248　　　-0
8205　　　 2
9842　　　-1
0619　　　-0
1008　　 108
6601
7824
1576
7965
4086
2488
9316
00000
43570
87510
00610
16180
80400
00000
**
**
8902　　　 03
2196　　　 03
1117　　 -04
7531　　　 03
9352　　　-03
6053　　 -03
95023
　 　 　 単 相関
4766　　　　　04753
0747　　　　　　00468
0151　　 　　-00418
2587　　 　　　02448
1337　　　　-01022
0238　　 　　　-00129
**:1%有意*:5%有意
精度
決定係数　　　　　　　0
修正済決定係数　　　　 0
重相関係数　　　　　　　0
修正済重相関係数　　　　0
ダ ビーンリトソンLヒ　　　　　　　　　2
赤池のAIC　　　　　1200
2892
2501
5378
5001
0645
9999
分散分析表
　 要　 因　　　偏差平方和　　 自 由 度
　 回帰変動　　 75523.44216　　　
　 誤差変動　　 185577.7992　　 10g
　 全体変動　　 261101・2414　　　115
平 均 平方 　 　 　F　 値 　 　 　 P　 値 　 　 　 判 定
12587.24036　　7.393175288　　　　0.0000　　 　　　　　**
1702.548617
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 **:1%有意*:5%有意
表16　FS群GTECリス ニ ング得 点 と因子 得 点 に よ る 重 回 帰 分析 結 果
　 　 変数名　　　 偏同帰係数　標準偏回帰係数　　 F値 　　　　T値 　　　　P値 　　　　判 定　　　標準誤差　　　偏相関 単相関
因子No.1
因子No.4
定 数 項
9,9689
4,7847
160.9112
0.3728　　 　　　18,8790　　　 　　4,3450
0.1869　　 　　　　4,6725　　 　　　2,1616
　 　 　 4770,3271　　　 　69,0676
0.0000
0.0328
0.0000
?
?
?
2.2943
2.2135
2.3298
0.3842　　 　　　0.3862
0.2027　　 　　　0.1930
**:1%白』意 　　*:5%イヨ意
表17　FS群GTECリー デ ィ ング 得 点 と因 子得 点 に よ る 重 回帰 分析 結 果
　 　 変数名　　　 偏回帰係数　撰準偏副弓係故　　F値 　　　　T値 　　　　P値 　　　 判 定　　　標準誤差　　　偏相関 単相関
因子Nα1
定数項
8.4276
155.3820
0.3372　　 　　15.1034　　 　　　3.8863
　 　 　 4979.2062　　　 　70.5635
0.0002
0.0000
?
?
?
?
2.1685
2,2020
0.3489　　 　　　0.3507
**:1%有意*:5%有 意
表18FS群GTECラ イ テ ィ ング 得 点 と因 子得 点 に よ る 重 回帰 分析 結 果
変数名　　　　　 偏回帰係数　標準偏回帰係F値 　　　　T値 　　　　P値 　　　　判 定 標準誤差　　偏相関 単相関
因子No.1
定数項
3.6221
114.0089
0,3069　　 　　1L7427　　　　　　3.4268
　 　 　 11282.9493　　　　106.2212
0.0009
0.0000
??
1.0570
1.0733
0.3119　　 　　　0.3175
**:1%有意*:5%有 意
　他方、NFS群 で は、総 合成績 との関係において、第Ⅰ 因子 「自己有能(キ ャン ・ドゥ)因
子」 が1%水 準 で強い プラスの関 係を示 した。 ま た、 リス ニン グ能 力において は、第1因 子
「自己有 能(キ ャン ・ドゥ)因 子」 と第Ⅲ 因子 「異文化 志 向因子」 が1%水 準 で、 第]V因子
「コミュニケ ーシ ョン志向因子」 が5%水 準でそれ ぞれプ ラスの 因果 関係があ る ことがわか っ
た。 リーデ ィングにお いて は、第1因 子 「自己有能(キ ャン ・ドゥ)因 子」が1%水 準で強い
プラスの関係を示 した。 ライテ ィング能力 との分析 では、第Ⅰ 因子 「自己有能(キ ャン ・ドゥ)
因子」が1%水 準で フ1ラス方向に寄与 してい るこ とが確認で きた。(表19、20、21、22)
152
早期英語教育が中等学校央語教育に及ぼす影響についての調査研究(第一次調査)
表19　NFS群GTEC総合 得 点 と因子 得 点 に よ る重 回帰 分 析 結 果
　 　 変数名　　　　偏回帰係数　標準偏回帰係数　　 F値 　　　　T値 　　　　P値 判 定　　　標準誤差　　 偏相関　　　単相関
1大1子No.1
因子Nα2
因子N・.3
因子No.4
因 了Nα5
因子No.6
定 数 項
13.9036　　 　　　0.2956
2.6664　　 　　　0.0485
5.7414　　 　　0.1237
4.7108　　　　　0.0966
-4.4561　　 　　-0.0945
3.2325　　 　　　0.0651
433.8076
　 18.9561　　 　　　4.3539
　 0.5048　　 　　　0,7105
　 3.2961　　 　　　1.8155
　 2.0058　　 　　　1.4163
　 L9242　　　　-1,3872
　 0.91/13　　　 　　0.9562
17920.3108　　　 133.8668
0.0000　　 　 **
0.4783
0.0710
0.1583
0.1670
0.3・102
0.0000　　 　 **
3.1934　　 　　　0.3012　　 　　　0.2894
3.7529　　 　　　0.0515　　 　　　0.0636
3.1624　　 　　　0.1306　　 　　　0.1257
3.3262　　 　　　0.1022　　 　　　0.0853
3.2124　　 　　-0.1001　　 　　-0.1083
3.3806　　 　　　0.0692　　 　　　0.0587
3.2406　 　 **:1%有意*:5%有 意
精度
決定係数　　　　　　　　0.1265
修正済決定係数　　 　　 0.0989
重相関係数　　 　　　　 0.3556
修止済重相関係数　　 　 0.3145
タ"一ビンワトソン七ヒ　　　　　　　　　1.7103
赤池のAIC　　　 　 2068.1048
分散分析表
　要　 因　　偏差平方和　　自 由度　 　 平均平方
190　2028.553257
196
F　値
回帰変動　　55801.20597
誤 差変動　　385425.1189
全体変動　　441226.3249
6　9300.200995　4.584647192　　　 　0.0002　　 　**
　 P　 値　　 　判 定
**:1%有意*:5%有意
表20　NFS群GTECリス ニ ン グ得 点 と 因子 得 点 に よ る重 回帰 分 析 結 果
　 　 変数名　　　　偏回帰係数　標準偏回帰係数　　 F値　　　　T値 　　　　P値　　　　判 定 標準誤差　　　偏相関
因子No.1
因 了No　3
因子No.4
定 数 項
4.6672
4,5129
4,1083
163.7418
0.1902　　 　　　7.7510　　 　　　2.7841
0.1863　　 　　　乳3897　　　　　2.7184
0.1614　　 　　　　5.5358　　 　　　2.3528
　 　 　 9264.3863　　　 　　96.2517
0.0059　　 　　　**
0.0072　　 　　　**
0・0197　三
〇,0000
1.6764
L6601
1.7・161
1.7012
　 　 　 単相 関
0.1980　　 　　　0.1806
0コ935　　　　　0」918
0.1683　　 　　　0.1559
**:1%有意*:50⑪有意
表21NFS群GTECリ ー デ ィン グ得 点 と 因子 得 点 に よ る重 回帰 分 析 結 果
　 　 変数名　　　 偏回帰係数　標準偏回帰係数　　F値 　　　　T値 　　　　P値 　　　　判 定 標準誤差　　　偏相関
因子Nα1
定数項
6.9153
157.8642
0,2813　　 　　16.5741　　　 　　4.07/1
　 　 　 8387.5837　　　 　91.5838
0.0001　　 　 **
0.0000　　　　 **
1.6986
1.7237
　 　 　 単相 関
0.2833　　 　　　0.2806
**:1%有意*:5%有 意
表22NFS群GTECラ イ テ ィン グ得 点 と 因子 得 点 に よ る重 回帰 分 析 結 果
　 　 変数名　　　 偏回帰係数　標準偏回帰係数　　F値 　　　　T値 　　　　P値 　　　　判 定 標準誤差　　　偏相関　　　単相関
因子Nα1
定数項
2.3211
112.2016
0.1709　　 　　5.8329　　 　　2.4151
　 　 　 13235.5930　　　 115.0460
0.0167　　 　　　*
0.0000　　 　 **
0.9611
0.9753
0.1726　　 　　　0.1683
**:1%有意*:5%有 意
5.4結果の考察
(1)因子分析の結果か ら
　松宮(2008)による調査研究で確認された、教授 ・学習における交互作用が調査対象集団に
おいても明確に認められた。これは、第一年次の英語関係科 目における基本構文の定着を図る
ための教授 ・学習方略が、第V、 第Ⅵの学習因子 として出現していることから、特定の教授 ・
学習方略が学習者において一定レベルにまで内在化されたと判断することができる。
　次に、早期英語教育に係わる経験の有無により二群に分け実施した因子分析において、各群
固有の因子や、新たな因子を特定することができなかったことは、FS群の早期英語教育の経
験が高校1年 次において、新たな学習因子の形成を促すほ どの影響を与えなかったことを意味
していると考えられる。或いは、中学校3年 間での英語教育が、早期英語教育により培われた
資質 ・能力を受け継ぎ、最適化するまでには至らなかったことを示しているとも解釈できる。
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今後の研究が必要 とされる課題である。
(2)分散分析の結果か ら
　早期英語教育を経験 したFS群 と未経験のNFS群 で、第皿因子 「異文化志向因子」 と第ⅣV
因子 「コミュニケーシ ョン志向因子」において、5%水準での有意差が確認で きたことは、注
目に値する。いずれの場合 も、FS群がNFS群 よりも有意に高 くなってお り、早期英語教育
の効果が中 ・長期的に学習因子に影響を及ぼしていることを示す貴重な結果を導き出すことが
できた。
　一方、英語学習の習熟度の指標 としたGTECの各テス トスコアによる二群問の分析では有
意差が確認できなかった。 この結果は、011erらの先行研究の結果を支持するものであ り、早
期英語教育におけるリスニング、スピーキング、 リーディング、ライティングといったスキル
ベースの学習効果や学習内容の定着に係わる課題を呈 しているもの と判断することができる。
　 ところで、樋 口らの調査によると、四技能の習熟度は、中学校1年 生 レベルではFS群 が優
れているが、中学校3年 生ではその差が縮まり、高校2年 生段階ではFS群 とNFS群との差
が再び大きくなった とされている。その原因については、 目標言語(英 語)に 対する知識量
(語彙 ・構造 ・文法等)で はな く、それ らを実際の場面で活用するための運用力に違いがある
ためだと結論づけている。
　本調査は、高校に入学をして程ない5月 に実施したものであるため、中学校3年 生段階での
樋口らの追跡調査結果を一定支持するもの となっている。 しか し、樋口らが調査対象 とした被
験者は、私立小学校で6年間の正規の授業 として英語を学習 した者であるため、本調査対照群
の基準 とは質的にも量的にも大きく異なったものである。また、樋口らの調査対象校が使用し
た教材内容等も学習指導要領に準拠したもの とは限らない。従って、言語スキル面の学習や習
熟度においては、年間35コマ(週1コ マ)程 度小学校5・6年のみで実施する公立小学校の英
語活動を経験した学習者を対象 とした本調査 とは異なる結果が導き出されている。
(3)重回帰分析の結果か ら
　英語運用能力を測定するための外部模試であるGTECのテス トスコアを従属変数 とし、標
準化された因子得点を説明変数 とした重回帰分析により、第一因子 として特定することができ
た 「自己有能(キ ャン ・ドゥ)因子」は、全てのテス トスコアと1%水準のブラス方向への強
い因果関係があることが確認できた。 このことは、FS群、　NFS群において も同様で、様 々
な英語学習活動を通じて学習者の達成感、有能感、有効感等を高めることができる教授 ・学習
方略を確立することの重要性が示唆されている。
　また、第V咽 子 「文法 ・正確性重視因子」がライティングの成績にマイナス方向に作用して
いることについては、松宮(2008)の調査結果を裏付けるもの となっている。すなわち、文法
や英文の正確さを過剰に意識している学習者は、情意フィルターが厚 くなった り、過度なモニ
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ターを働かせるな ど、量的にも質的にも、英文等を産出する際に、第Ⅵ因子が阻害要因 となる
可能性があることを示 している。
　FS群での重回帰分析では、第1因 子 とともに第W因 子 「コミュニケーション志向因子」の
影響が強 く現れている。すなわち、早期英語教育の効果 として有意差を示した 「コミュニケー
ション志向」の強さが英語学習活動に対する好感度を高め、学習効果をより促進し、英語学習
の成績にも有意に作用しているもの と判断することができる。
　一方、NFS群での重回帰分析では、 リスニング能力と抽出された複数個の因子 との問にブ
ラスの因果関係があることが確認できた。このことは、他の重回帰分析においても同様の傾向
として現れてお り、 リスニングの学習活動がより多 くの学習因子を統合的に活用し行われるこ
とを示 してお り、今後の教授 ・学習のデザインを行 う際のヒントとな り得る。
　以上の考察結果か ら、公立の小学校5・6年で、新学習指導要領に基づ き年間35コマ(週
1コマ)程 度実施される英語活動の教育効果 として期待することがで きるものは、言語スキル
や知識 ・理解に係わるものではな く、主 として態度や意欲 ・興味 ・関心等の情意面に係わる要
因であると判断できる。
　今回の調査研究により得られたデータ分析から、期待できる教育効果を以下に示す。
　① コミュニケーション活動に対するより積極的 ・好意的な態度
　②　コミュニケーション活動における外国語(英 語)使 用への肯定的 ・好感的な動機
　③　コミュニケーション活動におけるコミュニケーション方略の一層の活性化
　④ 外国語指導助手や外国人に対する好意的 ・寛容的な態度
　⑤　外国語(英 語)に 対するより好感的 ・肯定的な態度
　⑥　 目標言語(英 語)が 使用されている社会 ・文化に対する好感的 ・許容的な態度
　一方、新学習指導要領に基づき年間35コマ程度2年 間実施される小学校英語活動では、基本
的な英語運用能力や言語スキルに係わる直接的な教育効果は、分散分析や重回帰分析の結果か
らも明らかなように、さほ ど期待できない。
　 しか し、因子分析 と分散分析から明らかになったように、英語学習に対する態度や意欲にか
かわる情意要因は、早期英語教育を経験 したFS群 においては有意に高 く、中 ・長期的な視点
に立った場合、英語学習を底辺から支え、中等教育機関や高等教育機関での英語学習の効果を
より統合的に高めるための原動力 とな り得ると考える。
6.今後の課題と提言
6.1今後の課題
(1)早期英語教育経験者(FS)と未経験者(NFS)のグルーピングに関する課題
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　本調査研究は、小学校卒業後3年 を経た英語学習者を被験者 として、2011年度から新学習指
導要領に基づき実施される公立の小学校英語活動に準 じた早期英語教育を経験 した学習者を特
定 し実施したものである。そのために、週1回 年間35回程度 とい う条件付けは、調査対象者の
過去の記憶に頼らざるを得ず、分散分析等のグルーピングにおいては、完全に統制が とれたも
のであるとは言い難い。統計処理上の問題はないが、分析の精度を高めるためにも、早期英語
教育経験者 と未経験者のグルーピングの手法は今後の課題 となる。
(2)中学校段階での調査研究の実施
　中学校区内にある複数の小学校から生徒が募集される一つの公立中学校で、統計処理を行 う
上で十分なFS被 験者数 とNFS被験者数を確保することは、現時点においては極めて困難で
ある。そこで、早期英語教育を実施している学校区 と実施していない学校区にある隣接する中
学校を調査対象校 として選択するな ど、一定の条件を確保 し、中学校段階での調査を実施 し、
早期英語教育の短期的な効果検証を行い、本調査研究 との比較検討を行 う必要がある。これに
より、2011年度からスタートする日本型早期英語教育の効果をより精密に予測し、その教育効
果を一層高めるための方策を模索することが可能 となる。また、英語教育に係わる小 ・中学校
の接続や連携についての具体的な方策を提言することにより、 日本の英語教育のハラダイム ・
シフ トを喚起、促進することができる。
6.2　日本型早期英語教育に対する提言
　本調査研究においては、中期的 ・限定的な小学校英語活動の教育的効果に係わる検証を行っ
た。これにより、FS群の情意要因が有意に高 くなっていることが確認で きた。一方、言語の
スキル面においては、両群問における有意差は認められなかった。
　この結果を踏まえるとともに、本調査研究において実施した統計処理結果や考察に基づき、
以下の提言を行い、本編の締め括 りとする。
(1)自己有能感や達成感を得させるための、探求的かつ発見的なタスク ・ベース活動を中心
　に位置づけた英語活動のカリキュラム開発。(タス ク ・ベース ・カリキュラム)
(2)異文化理解を促進 し、コミュニケーシ ョンスキルを育成するための、課題解決型異文化
　理解 ・体験活動の実施。(課題解決活動)
(3)英語の音 と意味や状況 と文字 とをリンクさせるとともに、言語の刺激により具体的な行
　動を誘発することができる能力を育成するために、「音声に慣れ親 しむ」英語活動から 「文
　字認識」や 「文字使用」を含めた統合的な英語活動の実施。(統合型英語活動)
(4)小学校低学年 ・中学年等、年齢特性や発達段階に応 じた9年 間の小中一貫英語教育カ リ
　キュラムの開発。(小中一貫英語教育)
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資 料1　 ELI-JS(第一 次 調 査用)
r＼0. 項目内容
　1英語は好きだ。
　2英語は必要だと思う。
　3英語が必要だと思う理由。
4-7どのスキルを伸ばしたいですか。
　8英語1の授業は楽しみだ。
　9英語TTの授業は楽しみだ.
10英語Gの授業は楽しみだ。
ll英語1の授業はよくわかる、
12英語TTの授業はよくわかる。
13英語Gの授業はよくわかる。
(注1)項目3-7、27-29、40、42-47、63、67、72、73は自由 回
答形 式と順 位 回答形 式の質 問項[。
(注2)上記以外の項日は5段階プリコード回答法を用いた。一一[
そう思う　少し思う どちらでも
　たい
あまり思　　　　思わない
わない
　 14単語や熟語について白信がある。
　 15発音やアクセントについて自信がある。
　 16英語の読み(音読)について自信がある。
　 17文法について自信がある。
　 18英語を読んで内容を理解することについて自信がある。
　 19英語を聞いて内容を理解することについて自信がある.
　 20自分の考えなどを英語で書くことについて自信がある。
　 21英語を話すこと(英会話)について自信がある。
　 22英語を目本語に訳すことについて自信がある。
　 23目本語を英語に訳すことについて自信がある。
　 24英語の暗唱について自信がある。
　 25外国人の先生との対話や授業について自信がある、
　 26自分の総合的な英,。力を白己評価してください。
　 27あなたは英語をどのように勉強していますか。あてはまるものをすべて選んでください。
　 28単語や熟語について、どのように覚えていますか。あてはまるものをすべて選んでください。
　 30英作文では文法力が最も大切だと思う。
　 31英作文では語彙・熟語力や慣用表現力が最も大切だと思う。
　 32英作文では正確な文を書くことが最も大切だと思う、
　 33自由英作文などでは、文法や語彙などの多少の誤りがあっても、内容を伝えようとする方が大切だ。
　 34自由英作文などでは、口本語で作文してから英語に翻訳する。
　 35英作文では和英辞書を多用する。
　 36英作文では英和辞書や英英辞典の例文を参考にする。
　 37英作文では教科書等に出てきた例文を活?する。
　 38英作文では先生から添削を受けないと不安になる。
　 39目本語で作文を書くことが得意だ。
　 40英語を勉強していてわからないことがあったら、どのようにしていますか。
　 41英語の勉強方法は自分なりに工夫している。
42-44授業のある日に学校以外でどのくらい勉強していますか.
45-47学校以外の学習で、英語はどのくらい勉強していますか。
　 48英語の授業に積極的に参加していますか。
　 49英語学習に関して、宿題など学校で指示されたことは必ずするようにしている、
　 50英語学習に関して、学校で指示されたこと以外のことも積極的に行っている。
　 51少人数クラスは役に立つ。
　 52リスニング練習は役に立つ。
　 53単語などの小テストは役に立つ。
　 54文法などのワークブックや問題集は役に立つ。
　 55辞書や参考書は役に立つ.
　 56先生が作成したプリントは役に立つ。
　 57英語で行われる授業は役に立つ。
　 58和訳巾心の授業(英語を日本語に訳すこと)は役 に立つ。
　 59外国人の先生とのティー ムティー チング(授業)は役に立つ。
　 60ペアー・ワークなど友だち同⊥で英語を話すことは役に立つ。
　 61作文など英語で表現できる徽会がある授業は役に立つ.
　 62英語の補習や講習は役に立っ。
　 63外国へ行ったことがありますか、または、住んだことがありますか。
　 64外国へ行ってみたいと思いますか。
　 65外国のことに興味がありますか。
　 66英語を勉強する以外にも、外国に関する情報や話題が必要だと思う。
　 67学校以外で、外国の人と話をしたことがありますか。
　 68外国の人と話をしたいと思いますか。
　 69外国の人と一緒に生活をしてみたいと思いますか。
　 70姉妹校交流プログラムを通しての国際交流に関心がありますか,
　 71将来の日標や夢がある。
　 72将来のことや勉強等について相談することができる人がいる。
　 73小学校で定期的に英語の授業があった。
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1)FLES:Foreign　Languages　inthe　Elementary　School　r小学 校 に お け る外 国語 、 早 期 外 国語(英 語)
　 教 育 」
2)cloze　test:「ク ロ ー ズ テ ス ト」 英 文 中 に一 定 間 隔 で 設 け られ た空 所 に適 語 を 補 充 させ る読 解 力 の テ ス
　 　 トで あ る。 この テス トは、 被 験 者 の総 合 的 か つ 創 造 的 な 英 語 力 を測 定 す る こ とが で きる とさ れ て い る 。
3)GTEC:Global　Test　of　English　Communicationの略 。　Benesseコーポ レー シ ョン が 開 発 した 英 語 能
　 力 測 定 ・診 断 テ ス トの こ と。
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 (まつ み や ・しん こ　 外 国 語 学 部 教 授)
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